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１Ｉ０５ 

産学連携を用いた B to B ビジネスへの参入 

 

 
○能見利彦（経産省） 

 

 

 
１．はじめに 

部品メーカーと製品メーカーの間の B to B ビ
ジネスでは、商取引のみならず研究開発面での協

力が見られることは、従来から広く知られている。

例えば、自動車産業の系列取引において、車の定

期的なモデルチェンジに際して、部品メーカーが

完成車メーカーと協力して部品を開発し、その後

の取引で他の部品メーカーより優位な地位を得

ることはよくあり、デザイン・インと呼ばれてい

る。このように、インクリメンタル・イノベーシ

ョンにおいては、従来からの取引関係に基づく企

業間の共同研究は広く行われてきた。 

 しかし、ラジカル・イノベーションにおいては、

製品メーカーは、市場開拓のみならず、新しいサ

プライチェーンのために、新しいサプライヤー企

業を探索、評価、選定する必要が生じることは少

なくない。 

一方、素材メーカー、部品メーカー、製造装置

メーカーなどの B to B 企業には、こうした企業間

関係を自ら構築することが困難で、製品メーカー

などが構築する新しいサプライチェーンに参入

することが、新規ビジネスのための重要な戦略で

ある。特に、中小企業においては、他社のイノベ

ーション戦略に参加することが重要である。しか

し、企業秘密の問題があるために、両者のマッチ

ングは容易ではない。 

 特に近年、オープン・イノベーション論、ユー

ザー・イノベーション論の関心が高まっており、

イノベーションを契機とする新しい企業間関係

を構築する重要性が増している。このため、本研

究では、既存研究をレビューし、B to B 企業がイ

ノベーションに伴う新しい取引関係に参入する

方策を検討した。 

 なお、本稿は個人の見解であり、所属する機関

の見解ではない。 

 

２．オープン・イノベーションと共同研究 

 オープン・イノベーションの重要性は、

Chesbraugh (2004) を契機に広く社会で認識さ

れるようになった。同書は、クローズド・イノベ

ーションと対比して、社内と社外のイノベーショ

ンを結合するビジネスモデルを「オープン・イノ

ベーション」と称し、これが 20 世紀の終わり頃

から増えてきたことを紹介した。また、イノベー

ションを起こす際に、全ての要素技術とそれらを

統合するシステム技術及び生産技術や補完財開

発を 1社で開発するクローズド・イノベーション

よりも、それぞれの専門技術に秀でた企業や大

学・国研が協力するオープン・イノベーションの

方が、競争上優位であることを指摘した。 

 しかし、イノベーションが１つの企業だけで行

われるわけではないことを指摘する研究は以前

から存在し(Freeman, 1974)、複数の企業でイノ

ベーションを起こす例は 19世紀末や 20世紀初め

から存在することも指摘されている (Mowery, 
2009)。一般に、イノベーションにおいてはニー

ズ・シーズのマッチングが重要であるが(Holt, 
1985)、ユーザーニーズを製品開発に活かすため

に、開発プロセスでユーザー企業と共同研究する

ことの有効性は以前から指摘されてきた。さらに、

ユーザーのみならず、サプライヤー企業と協力し

て製品開発することも有効であることも指摘さ

れている (Yoo et al. 2015)。また、von Hippelは、

消費者などのユーザー自身がイノベーションを

起こすことがあると指摘して、ユーザー・イノベ

ーション論を展開しきたが(von Hippel, 1976 な

ど) 、その中で、特にリード・ユーザーがイノベ

ーションにおいて重要な役割（新製品の評価な

ど）を果たすことが知られるようになってきた

(von Hippel, 1986; Ozer, 2009)。「リード・ユー

ザー」とは、「市場の先端に居ること」と「イノ

ベーションを起こすことに強いインセンティブ

を持っていること」の２つの要件を満たすユーザ

ーと定義されており(Morrison et al., 2004)、それ

には消費者のみならず、ユーザー企業も含まれる。

このため、メーカーの中に、リード・ユーザーと

の共同研究を製品開発に取り入れる企業が出て

来ており、この手法はリード・ユーザー法と称さ

れている (Lilien et al.,2002)。このように、製品

開発に際しては、多様な共同研究の形態があるが、

それら全てがオープン・イノベーションの概念に

含まれる(West et al., 2014)。 
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したがって、Chesbraugh (2004) においては、

必要な技術を外部（他企業や大学・国研）から入

手するインバウンドと不要な技術を他企業に移

転するアウトバウンドの説明に重点が置かれて

いるが、オープン・イノベーションの形態として

は、技術移転に限らず、多様な共同研究が含まれ

る。 

 

３．ビジネス・エコシステムと共同研究体制 

ビジネスにおいては、消費者に価値を届けるま

でに多くの企業の協力が必要なために、企業と消

費者との取引（B to C 企業）に先だって多くの企

業間の取引（B to B 取引）が存在する。両者で、

取引の特徴に大きな差異があり、B to B では、組

織的な意志決定によって取引先を選定すること

や取引関係が長期に継続することが多いなどの

特徴が指摘されている(余田, 2011)。 

なお、川上から川下までの企業間の取引関係は、

サプライチェーンやバリュー･チェーン(Porter, 
1980)と称されるが、近年では、補完財企業やプ

ラットフォーム企業などを含めて、「ビジネス・

エコシステム」の概念 (Moore, 1996; 立本, 2011, 
井上など, 2011)が用いられることが増えており、

本稿でも、「ビジネス・エコシステム」と称する。 

ビジネス・エコシステムは、サプライヤー企業

の参入などで構成企業は変化するが、既存ビジネ

スのエコシステムの構造は比較的安定的で、イン

クリメンタル・イノベーションの場合でも、ビジ

ネス・エコシステムの変化は限定的なことが多い。

しかし、ラジカル・イノベーションによって新し

い産業が誕生する場合には、ビジネス・エコシス

テムが、全く新たに構築されることが多く、イノ

ベーション研究者の関心を惹いている。その研究

課題としては、例えば、ビジネス・エコシステム

の中のどの企業が収益を得るかとの問題 

(Brandenburger & Nalebuff, 2003) は重要な研

究課題となっているが、現実の B to B 企業にと

っては、そもそも如何にして新しいビジネス・エ

コシステムに参入するかとの問題が切実な課題

である。 

参入のタイミングとしては、イノベーションが

実現し、ビジネス・エコシステムの構造が市場で

明らかになってから、その一部に参入することが

通常の手法だが、それ以外に、イノベーションが

実現する前の研究開発段階において共同研究に

参加し、この関係をイノベーション実現後のビジ

ネスに継続させることが考えられる。製品メーカ

ーが製品開発を行う場合に、サプライチェーンを

デザインすることが重要との研究は多いが

(Appleyard, 2003; Joglekar and Rosenthal, 
2003; Hillebrand and Wim, 2004)、これは、新し

いビジネス・エコシステムが共同研究の時点で生

まれることを意味している。このため、共同研究

に参加した B to B 企業は先行企業となり、イノベ

ーション実現後に参入する後発企業と競争する

こととなる。 

この競争において、先行企業は、共同研究プロ

セスで、製品メーカーのユーザーニーズを得なが

ら、また、他の素材メーカー、部品メーカー、製

造装置メーカーと調整しながら研究開発するこ

とで優位なポジションを得ることができると予

想される。例えば、ダイナミック・ケイパビリテ

ィの研究においては、補完的資産を有する企業が

共に投資することで共特化が生じ、企業境界が定

まる場合の利益が議論されているが  (Teece, 
2007)、これは後発企業より有利な条件と考えら

れる。初めに得られた競争優位は、B to B 取引の

特徴として、長期に継続すると考えられる。この

ため、次の仮説が考えられる。 

 

仮説１：共同研究の段階で参入することが、事業

化後に参入するよりも優位ではないか？ 

 

その理由を整理すると次のようになる。 

○ 新しい産業を興そうとする製品メーカーは、

B to B 企業にとってのリード・ユーザーで

あり、共同研究への参入はリード・ユーザ

ー法のメリットを得る。 

○ 研究開発段階ではビジネス・エコシステム

の構造は流動的で、共同研究過程で部品等

の間のインターフェースや企業境界が定ま

り、これが共特化となって、企業間関係の

変更の障害になる。 

○ 先行してユーザー企業との取引関係を構築

すれば、B to B 取引の特徴により、その関

係が長期にわたり維持されやすい。 

 

４．ユーザー企業と共同研究するための産学連携 

B to B 企業が前述の手法を採用する場合、新し

いビジネス・エコシステムに参入する課題は、オ

ープン・イノベーションのための共同研究に参加

するためにどうすべきかとの課題に置き換わる。 

これは、オープン・イノベーションを主導する

製品メーカーが、どのように共同研究の協力企業、

すなわち将来のビジネス・エコシステムでの取引

企業を選定するかとの問題と表裏をなす。製品メ

ーカーがオープン・イノベーションで製品開発を

行う場合、サプライヤー企業を参加させることで

新製品の質の向上や開発期間の短縮に効果があ

ると指摘されているが (Swink, 1999; Mishra & 
Shah, 2009; Tavani et. al., 2014)、あまりに多く

のサプライヤー企業の参加がプロジェクトを遅
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らせるとの指摘(Eisenhardt and Tabrizi, 1995)
もある。製品メーカーは、このような観点から、

共同研究するサプライヤー企業を探索、評価、選

定することとなる。 

しかし、研究開発が不確実で、サプライヤー企

業の情報も限定的なため、技術力や意欲を持った

サプライヤー企業（特に、中小企業等）は、選ば

れるのを待つだけでは機会が限定的で、また、自

らアクションを起こすには、研究開発中の将来事

業が秘密にされているために、どの製品メーカー

にコンタクトすべきか不明である。こうした二重

の意味での情報の非対称性がマッチングの障害

となる。 

この問題を解消してオープン・イノベーション

を円滑に進めるための１つの手法は、大学、国研

などの研究者との産学連携を利用して、新たな企

業間関係を構築することと考える。産学連携の議

論においては、大学等の技術シーズを企業が活用

することを考えることが多いが、能見(2014) は、

大学等をリード・ユーザーとする産学連携が存在

し、それが販路開拓にも効果があることを指摘し

ている。その中で、例えば、アモルファスシリコ

ン用のプラズマ CVD 装置を開発した中小企業が、

太陽光発電の研究をリードする大阪大学と連携

することで、製造装置の性能が大学から評価され、

大阪大学と共同研究していた太陽光発電パネル

のメーカーへの導入が進んだ事例が紹介されて

いる。このような例から、次の仮説が考えられる。 

 

仮説 2：B to B 企業が、製品産業の研究拠点とな

っている大学、国研の研究者と共同研究す

ることで、ユーザー企業との共同研究が促

進される。 

換言すれば、産学連携の研究体制は、オ

ープン・イノベーションにおける新しいビ

ジネス・エコシステムを構築する苗床機能

を有する。 

 

この仮説は、次のようにブレークダウンするこ

とができる。 

○ 大学、国研などの公的研究機関は、オープ

ンな文化を有するために、共同研究に参加す

ることが容易である。 

○ 公的機関と共同研究の場は、企業毎に秘密

情報の保護対策が講じられているので、参加

企業間でゆるやかな協力関係を作り易い。 

○ 公的機関は技術の評価能力が高いために、

リード・ユーザーとしての役割を果たし、B to 
B 企業の研究開発に役立つだけでなく、その

成果をユーザー企業にアピールして、新たな

取引関係の構築に役立つ。 

○ これは、特に、新しい産業のために優れた

研究を行っており、ユーザー企業が参加して

いる研究拠点との共同研究で効果が高い。 

 

５．公的研究拠点への参加の効果の事例 

 産学連携がビジネス・エコシステム構築の苗床

機能を有するとの主張は、本稿で初めて提示する

仮説だが、この効果をうかがわせる事例は存在す

る。 

 半導体露光装置産業において、1995 年以降、

オランダの ASML 社が世界市場のシェアを伸ば

したが、その要因として、ベルギーにある半官半

民の研究機関である IMEC に参加して、レジスト

メーカー、フォトマスクメーカー、レジスト塗

布・現像装置メーカー、デバイスメーカーと連携

したことが挙げられている(青島, 2003)。半導体

の世代交代に伴って、半導体製造装置メーカーの

シェアが大きく変動することが知られているが、

日本企業を含めて、半導体メーカー（デバイスメ

ーカー）が IMEC と共同研究する中で、ASML
社の露光装置を用いて高集積の半導体を製造す

るとの技術的なロックイン、共特化が生じた可能

性がある。 

 産業技術総合研究所（産総研）では、ナノ分野

の産学官の連携拠点としてつくばイノベーショ

ンアリーナ(TIA)を構築し、そのパワーエレクト

ロニクス分野の研究によってSiCを用いたパワー

半導体が実用化されているが、そのために自動車

等のユーザー企業と材料メーカー、デバイスメー

カーが一気通貫して取り組む研究体制を構築し、

SiC 単結晶の製造ラインも試作しているが、これ

は、研究開発段階で、新しいビジネス・エコシス

テムが構築されたと解釈することができる。 

 

６．結びに 

 公的資金による研究開発支援としては、研究開

発プロジェクトの支援と大学や国研の研究開発

拠点に対する支援がある。いずれにおいても産学

連携が幅広く行われているが、研究開発体制の柔

軟性の点では後者の方が優れており、B to B 企業

の参入が容易と考えられる。 

 現在、産総研においては、橋渡し研究のための

産学官共同研究の拠点の整備が進められており、

大学においても産学の共同研究拠点が数多く整

備されている。これらの公的な研究拠点は、製品

メーカーがイノベーションを起こす際のビジネ

ス・エコシステム構築の場にもなっていると考え

られるが、B to B 企業がこうした研究拠点に参加

することは、単に技術を高めるためだけではなく、

ビジネス機会を得るためのマーケティングにも

貢献すると考えられる。 
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